
防災管理の実効性向上について 

◎防災管理及び自衛消防組織の設置を義務づける改正消防法の施行から５年を経過 
 消防法の一部を改正する法律（平成19年法律第93号） 附則 
 

 第三条 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法律の施行の状況について検討を加え、
必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 

 
（１）防災管理に係る消防計画の内容、自衛消防組織の活動要領について、明確化しておくべき事項等を整理 
 

  →具体的には、昨年度開催した「南海トラフ巨大地震・首都直下地震等に対応した消防用設備等のあり方に関する検討部会」での 
   検討結果を踏まえ、消防用設備等がその機能を喪失した場合においても、地震発生後に火災を早期覚知し消火器等を用いた初 
   期消火が確実に実施できるよう明確化しておくべき事項等を整理 
 

（２）併せて、自衛消防組織の相互連携のあり方について検討 
 

  →自衛消防組織が相互に連携して効果的な防火・防災管理を行っている事例を調査し、その結果を踏まえ検討 

検討事項 

上記検討事項（１）及び（２）のそれぞれについて、防災管理及び自衛消防組織の設置義務対象となる防火対
象物の実態を調査 ※学識経験者、ビル関係者、消防本部の意見を踏まえながら調査を実施（参考資料参照） 
 

→防火管理及び自衛消防組織の設置が義務となる防火対象物のうち、以下の４６３施設にアンケート調査を実施するとともに、 
 そのうち７対象物を選定し、ヒアリング調査を実施 
 

  ①東日本大震災における被災地（岩手県、宮城県、福島県）に所在する３２９施設 
 

  ②全国主要都市（北海道、東京都、大阪府、福岡県）に所在する防火対象物のうち、以下の要件に該当するものから選定した 
   １３４施設 
   ・地上からの高さが６０ｍを超える大規模建築物 
   ・ターミナル駅を有する大規模建築物 
   ・延べ面積８万㎡を超える大規模建築物 
   ・地下街に接続している建築物 

郵送によりアンケート調査表を送付 
４６３施設のうち、２５６施設から回答 
（回収率５５．２％） 

背景 

◎平成23年3月の東日本大震災等を踏まえ、消防法の一部を改正する法律（平成24年法律38号）により統括防火・ 
 防災管理制度を創設し、平成26年4月1日から施行 

１ 
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（１）消防用設備等の機能喪失時における自衛消防活動について 

「南海トラフ巨大地震・首都直下地震等に対応した消防用設備等のあり方に関する検討部会」（平成25年度）における
取りまとめ結果 

〔今後の取組〕 
○ 耐震性の向上に向けた取り組み 
 

 以上を踏まえ、今後の取り組みとして、消防庁において、関係省庁や関係団体等と調整し、 
 

・ 建物の新築や改修等の機会を捉えて、特定天井に必要とされる基準を適用又は準用して脱落対策が講じられた 
 天井において、当該天井に設置されるスプリンクラー設備の配管の揺れ止め、スプリンクラーヘッドの接続に際して 
 耐震性能を有するフレキシブル配管によって接続するなどの措置を講じることとすべきである。 
 

・ 天井が落下した場合にスプリンクラーヘッドや配管が脱落しないような工法の研究開発を進めるべきである。 
  
○ 耐震性の向上がされるまでの間の措置 
 

 また、上記の措置が講じられるまでの間は、特に大規模集客施設においては非常に多くの利用者がいることにか
んがみ、スプリンクラー設備がその機能を喪失した場合においても、地震発生後に火災を早期覚知し消火器等を用
いた初期消火が確実に実施できるよう、次の事項に考慮して防災に関する消防計画を策定し、実施できるようにする
とともに、それぞれの建物において、自らの建物における地震時のリスクを検証し、必要に応じて耐震性向上に係る
改修に着手することも求められる。 
 

・ 従業員等に対する訓練（在館者の避難誘導、初期消火の実施、安全に活動できることが確認された状態における 
 火元確認、制御弁の閉鎖・加圧送水装置の停止等の措置など）の徹底 
 

・ 消火器等の設置場所についての、蓄光式など夜間停電時にも容易に確認できる表示 
 

・ 制御弁や加圧送水装置、消火器等の場所に容易に到達できるような経路の確保 

２ 

→スプリンクラー設備がその機能を喪失した場合の初期対応を主眼に、防火対象物における対策の実態のほか、 

 活動上の不安等のニーズについて調査を実施 



主な調査結果（１）－①（消防用設備等の機能喪失時における自衛消防活動関係） 

問 東日本大震災等大規模地震による被害の 
 経験の有無 

なし（ｎ=１１９） 
４６．５％ 

あり（ｎ=１３５） 
５２．７％ 

不明/回答なし 
（ｎ=３）０．８％ 

【結果の概要】 
 
○過去に大規模地震による被害を経験したこと 
 があると回答した１３５施設のうち、６５．９％（ｎ 
 ＝８９）の施設が、被害の一部又は全部を消防 
 計画の内容で対応しなかった旨回答 
 
○消防計画の内容で対応しなかった理由として 
 は、「想定の規模を超えた被害がでたため」（ｎ 
 ＝４２）が最も多く、次いで「想定していない箇所 
 に被害がでたため」（ｎ＝３６）となっている 

問 被害は、あらかじめ作成していた消防計画で対応 
 できたか 

被害のすべてに対応 
（ｎ=４３）３１．９％ 

被害の一部を消防 
計画で対応 
（ｎ=６１）４５．２％ 

消防計画の内容 
では対応しなかった 
（ｎ=２８）２０．７％ 

不明/回答なし（ｎ=３）０．８％ 

（被害の経験ありと回答した１３５施設への質問） 

1 

16 

10 

16 

36 

42 

不明（回答なし） 

その他 

消防計画の把握周知不足 

人員不足 

想定していない箇所に被害がでたため 

想定の規模を超えた被害がでたため 

（被害の一部又は全部を消防計画の内容で 
対応しなかった旨回答した８９施設への質問） 

問 消防計画の内容で対応しなかった理由（複数回答あり） 

※アンケート調査の結果（有効回答ｎ＝２５６施設） 

３ 

「その他」 
・被害が軽微だった 
・その場で臨機に対応 
 etc. 



主な調査結果（１）－ ②（消防用設備等の機能喪失時における自衛消防活動関係） 

5 

19 

9 

12 

16 

18 

25 

47 

不明（回答なし） 

その他 

消火器 

消火栓 

自動火災報知設備 

誘導灯 

防火扉 

スプリンクラー設備 

問 過去の大規模地震における消防防災設備の被害 
  （複数回答あり） 

問 スプリンクラー設備の被害の内訳（複数回答あり） 

（スプリンクラー設備に被害の経験ありと回答
した４７施設への質問） 

3 

8 

1 

3 

8 

34 

不明（回答なし） 

その他 

建物が喪失 

防火扉がヘッドに接触し破損 

天井落下によるヘッド、配管の破損 

地震の揺れでヘッド、配管が破損 

問 復旧に要した期間 

度数 割合 
～１週間程度 12 25.5% 

～１ヶ月程度 17 36.2% 

～３ヶ月程度 4 8.5% 

～６ヶ月程度 6 12.8% 

～１年地度 5 10.6% 

～３年程度 2 4.3% 

不明（回答なし） 1 2.1% 

（被害なし＝１７７施設、不明（回答なし）＝４施設） 

※アンケート調査の結果（有効回答ｎ＝２５６施設） 

【結果の概要】 
 
○大規模地震における消防防災設備の被害のうち、最も 
 多かったのは、スプリンクラー設備の被害（ｎ＝４７）で、次 
 いで、防火扉（ｎ＝２５）、誘導灯（ｎ＝１８）、自動火災報知 
 設備（ｎ＝１６）、消火栓（ｎ＝１２）、消火器（ｎ＝９）となっ 
 ている。 
 

○スプリンクラー設備の被害の内訳では、「地震の揺れ 
 でヘッド、配管が破損」（ｎ＝３４）が最も多かった。 
 

○なお、被害にあったスプリンクラー設備の復旧には、 
 約６割（６１．７％）の施設が１ヶ月程度を要している。 

４ 

「その他」 
・泡消火設備 
・排煙設備 
etc. 

「その他」 
・流水検知装置弁の故障 
・天井材の変動によるヘッ 
 ドの破損 
etc. 

自動火災報知設備 



主な調査結果（１）－ ③（消防用設備等の機能喪失時における自衛消防活動関係） 

問 消防計画に、スプリンクラー設備の被害を 
 想定した対策を定めているか 

不明/回答なし 
（ｎ=３６）１４．１％ 

定めている 
（ｎ=６５）２５．４％ 

定めていない 
（ｎ=１５５）６０．５％ 

4 

7 

8 

53 

不明（回答なし） 

その他 

スプリンクラーの 

設備の復旧方法 

スプリンクラー設備を利用 

できない場合の消火方法 

問 定めている対策の内容（複数回答あり） 

（対策を定めていると回答した６５施設への質問） 

問 スプリンクラー設備の機能喪失時の活動上の不安及び 
 支障になると思われる事項（複数回答あり） 

※アンケート調査の結果（有効回答ｎ＝２５６施設） 

【結果の概要】 
 
○「消防計画に、スプリンクラー設備の被害を想定し 
 た対策を定めているか」との問いに対しては、約６ 
 割（６０．５％）の施設が「定めていない」と回答 
 
○スプリンクラー設備の機能喪失時の活動上の不 
 安及び支障になると思われる事項としては、「初期 
 消火の実施」（ｎ＝１５３）が最も多く、次いで、「漏 
 水対策・停止等の措置」（ｎ＝９０）、「在館者の避 
 難誘導」（ｎ＝８８）となっている。 
 

５ 

「その他」 
・消火器を集中配置 
・バルブ閉鎖による止水 
・水損防止の措置 
etc. 

「その他」 
・ＳＰの設定義務なし 
etc. 

57 

12 

32 

88 

90 

153 

不明（回答なし） 

その他 

火元確認 

在館者の避難誘導 

スプリンクラー設備の漏水対策・ 

加圧送水装置の停止等の措置 

初期消火の実施 



主な調査結果（１）－ ④（消防用設備等の機能喪失時における自衛消防活動関係） 

問 その他、大規模地震時の初期活動（火災の覚知、初期消火、避難誘導等）への課題（自由記述） 
 
（主な意見） 
・エレベーターが停止した場合の高層階における火災時の対応、要救助者（障害者を含む）の救出、救護。 
・時間帯（夜間帯、混雑日など）における人員不足（防災センター員及び管理系従業員の人数では対応できないと思わ 
 れ、自衛防災地区隊の有効な活動が課題）。 
・地震発生時の初期対応を計画しているが、施設が被害を受けた状態で各店舗の来客者、従業員及び公共歩道の通 
 行者をパニックにならずに計画どおり安全に避難させることができるかについては、不安を感じている。 
・屋外避難の際の天候（天候が雨・雪の場合に、屋根のある場所に避難させることが難しい場合がある）。 

※アンケート調査の結果（有効回答ｎ＝２５６施設） 

※ヒアリング調査の結果（有効回答ｎ＝６施設） 

【ヒアリング調査結果】 
 
（主な意見） 
・震災時は、館内の利用者の安全確保を第一優先とした対応を実施。 
・地震発生時は、利用者に対し、一旦館内待機を促し、火災が発生した場合は館外へ退避するよう周知することとして 
 いるが、消防用設備等の機能喪失時においても同様の対応とするかまでは検討できていない。 
・消防用設備等の機能喪失を想定した消防計画や自衛消防組織の対応規則の策定までには至っていない。 
・どこまでの事態を想定して、どこまで計画を立てておけばよいか、施設だけでは判断できない部分が多い。 
・震災時に最も不便に感じたことは、通信手段の確保だった（情報収集のための通信手段の確保を検討しておく必要が 
 ある）。 

６ 



調査結果のまとめと今後の課題について（１） 

 

 ⇒スプリンクラー設備その他の消防用設備等がその機能を喪失した場合においても、地震発生後に火災を早期覚知
し初期消火や在館者の避難誘導等が確実に実施できるよう消防計画に必要な対策を定め、自衛消防組織の訓練
等を実施するよう促していくため、想定すべき被害、被害発生時に必要な活動等について具体的な内容を検討し、
自衛消防組織の活動要領として定めるべき事項を基準として示すことを検討。 

○実態調査の結果、次の事項が分かった。 

①東日本大震災等の過去の大規模地震において被害を経験したことのある施設のうち６割以上の施設が、消防計画
の内容では対応せず、その理由の多くが、当該被害を想定していないことであったこと。 

②過去の大規模地震における消防防災設備の被害としては、スプリンクラー設備のヘッド・配管の破損が最も多く、
被害のあった施設の７割以上が復旧までに数週間から数ヶ月の期間を要したこと。 

③６割以上の施設が、消防計画に、スプリンクラー設備の被害を想定した対策を定めていないこと。一方で、多くの施
設が、スプリンクラー設備の機能喪失時において、初期消火の実施、漏水対策等の措置、在館者の避難誘導と
いった事項に、不安及び支障を感じていること。 

④具体的には、どこまでの事態を想定し、どこまでを計画しておけばよいか、施設だけでは判断できず、結果として、
スプリンクラー設備の被害を想定した対策の策定にまで至っていない状況があること。 

今後の課題 

（１） 消防用設備等の機能喪失時における自衛消防活動関係 

調査結果のまとめ 

７ 



（２）自衛消防組織間の相互連携について 

８ 

Ｂ 

Ｃ 

管理権原が異なる場合は、以下により統一的な対応を確保 
 

・Ａ、Ｂ、Ｃの管理権原者がそれぞれ異なるときは、各管理権原者が協議して 
 統括防火管理者（統括防災管理者）を定め、全体の消防計画の策定等の 
 業務を実施 
 

・自衛消防組織については、Ａ、Ｂ、Ｃの管理権限者が共同で設置 
 
※Ａ、Ｂ、Ｃを１棟の防火対象物として捉える 

Ａ Ｂ 

②Ａ、Ｂそれぞれの地階が地下通路で 
 接続されている場合のＡ，Ｂ間の連携 

Ａ 

Ａ Ｂ 

地下街Ｃ 

③Ａ、Ｂがそれぞれ地下街Ｃに接続 
 している場合のＡ、Ｂ、Ｃ間の連携 

現行制度における管理権原者間の連携 

自衛消防組織の自主的な相互連携のイメージ 

Ａ Ｂ 

①隣接するＡ、Ｂ間の連携 

Ａの自衛 
消防組織 

Ｂの自衛 
消防組織 

Ａの自衛 
消防組織 

Ｂの自衛 
消防組織 

Ａの自衛 
消防組織 

Ｂの自衛 
消防組織 

Ｃの自衛 
消防組織 

連携 連携 連携 

→これら自主的な相互連携の実事例を調査 



主な調査結果（２）－ ①（自衛消防組織間の相互連携関係） 

※アンケート調査の結果（有効回答ｎ＝２５６施設） 

取り決めがある ８６（３３．６％） 

取り決めがない １６５（６４．５％） 

不明（回答なし） ５（２．０％） 

問 他建物の自衛消防組織との連携について 
 取り決めを行っているか。 （取り決めを行なっていると回答した８６施設への質問） 

問 どのような形で連携を行なっていますか。（複数回答可） 

3 

15 

24 

25 

39 

不明（回答なし） 

その他 

自治体等の公共機関が中心 

となり組織した協議会への参加 

近隣の自主防災組織との自発的な連携 

企業・建物・団体等の民間のみ 

で組織する協議会への参加 

（取り決めを行なっていると 
回答した８６施設への質問） 

問 自衛消防組織の形態（複数回答可） 

5 

13 

11 

14 

17 

37 

不明（回答なし） 

その他 

複数同列系会社間で、自衛消防組織 

を共同で組織 

近隣の建物等との間で、自衛消防組織 

を共同で組織 

複数同列系会社間で、それぞれの建物 

で自衛消防組織を設置し相互連携 

複数の同列系でない会社間で、それぞれ 

自衛消防組織を設置し相互連携 

7 

12 

17 

34 

43 

不明（回答なし） 

その他 

被災時の役割 

分担を決めている 

協定書・覚え書き 

等を交わしている 

合同避難訓練 

を行っている 

問 連携方法（複数回答可） 

９ 

「その他」 
・隣接地下街との 
 申し合わせ 
・市町村との防災協定 
etc. 

「その他」 
・地下街又は地下 
  通路で接続する 
  建物等との間で 
  連携 
etc. 

「その他」 
・情報共有 
・訓練の見学 
・検討中 
etc. 



主な調査結果（２）－② （自衛消防組織間の相互連携関係） 

取り決めがある ８６（３３．６％） 

取り決めがない １６５（６４．５％） 

不明（回答なし） ５（２．０％） 

問 他建物の自衛消防組織との連携について 
 取り決めを行っているか。 

問 連携を行っていない理由。（複数回答可） 

13 

45 

29 

35 

38 

48 

不明（回答なし） 

その他 

検討に至っていない（これまで 

検討する時間がなかった） 

連携のメリットがわからない 

連携の進め方が分からない 

自衛消防組織の相互間の連携 

についてそもそも発想がなかった 

問 今後の検討予定 

今後検討予定 
（ｎ=４２）２５．５％ 

検討中 
（ｎ=６）３．６％ 検討予定なし 

（ｎ=９７）５８．８％ 

不明/回答なし 
（ｎ=２０）１２．１％ 

【結果の概要】 
 
○調査に回答のあった２５６施設のうち、約３割 
 （３３．６％）で他建物の自衛消防組織との連携 
 について何らかの取り決めがなされていた。 
 

○連携について取り決めを行っていると回答の 
 あった８６施設は、その多くが協議会への参加 
 等を通じて連携。 
 

○連携を行っていない理由は、「連携についてそ 
 そもそも発想がなかった」が最も多く（ｎ＝４８）、 
 次いで、「連携の進め方が分からない」（ｎ＝３ 
 ８）、「連携のメリットが分からない」（ｎ＝３５）と 
 なっている。 
 

○取り決めがないと回答のあった１６５施設のう 
 ち、約３割（２９．１％）は今後検討予定又は検 
 討中であるが、約６割（５８．８％）は現時点で検 
 討予定はないとの回答となっている。 
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「その他」 
・連携相手が近くにいない 
・自建物の対応を優先 
・話がまとまらない 
etc. 

（取り決めがないと回答した１６５施設への質問） 



問 その他、自衛消防組織の相互連携に関する意見等（自由記述） 
 
（主な意見） 
・参考事例等を示して欲しい。 
・率先して取りまとめる組織がいないと難しいのではないか。１企業が単独で検討することは難しく、行政側からの働き 
 かけが必要では無いか。 
・行政機関が関与する形での事業所の連携は特に大規模地震時に効果を発揮するのではないか。 
・連携の基本となる協定の締結に加え、その実行性を確保するための細目の取り決めや実戦的な訓練等の継続等が 
 重要。 

主な調査結果（２）－③ （自衛消防組織間の相互連携関係） 

※アンケート調査の結果（有効回答ｎ＝２５６施設） 

※ヒアリング調査の結果（有効回答ｎ＝６施設） 

【ヒアリング調査結果】 
 
（主な意見） 
・地下通路等で接続している場合や、隣接している場合には、隣のビル内で発生した災害を先に覚知する可能性があ 
 るが、事前の取り決めが無いと、スムーズに協力することが難しい。 
・具体的には、相互に応援に行った場合に、応援先で負傷した場合の補償の問題や責任の所在、費用面での取り決め 
 がないと、他の建物内の災害を応援することは難しい。 
・事前に協定を結んでおくことで、トラブル等を未然に回避することができ、また、ルールを明確にすることにより、ス 
 ムーズな連携が可能となる。 
・火災時の初期消火に応援に行くことは現実には難しく、応援は避難誘導等が中心。 
・実際の協定では、協力できる場合に協力できることを協力するというスタンスのもと、指揮関係、費用負担、労災関 
 係、相互連連絡手段を中心に取り決めをしている（それ以上のことを決めてしまうと、かえって動けなくなる）。 
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主な調査結果（２）－④ （自衛消防組織間の相互連携関係） 

【目的】 
 この協定は、火災、地震その他の災害等（以下「災害等」という。）が発生した場合、○○株式会社○○事業所（以下「甲」と
いう。）及び△△株式会社△△事業所（以下「乙」という。）が相互に協力して、消火、救出及び救護活動等を行なうとともに被
害を最小限に防止することを目的とする。 
 

【応援の範囲】 
 相互応援の対象となる範囲は、甲又は乙の事業所で発生した災害等及び近隣で発生した災害等により事業所に被害を及
ぼすおそれのあるものとする。 
 

【応援の方法】 
 甲又は乙の建物等に被害等が発生した場合、被応援側事業所の責任者の要請又は応援側事業所の責任者の状況判断に
より速やかに応援するものとする。 
 

【活動体制】 
 応援隊は、被応援側事業所の自衛消防隊長等の指揮に従い活動するものとする。 
 

【情報連絡の方法】 
 甲又は乙は、その建物等に災害が発生した場合、別添の連絡表により、その旨伝達を行なうものとする。 
 

【活動内容】 
 応援隊の活動は、避難誘導及び救護活動を主眼として行なうものとする。 
 

【資器材等の提供】 
 甲及び乙は、被応援事業所からの要請又は応援隊の状況判断により、必要な資器材等の提供を可能な範囲で行うものと
する。 
 

【経費の負担】 
 応援活動に要した経費の負担については、甲及び乙の間で別途協議するものとする。  
 

【災害補償】 

 訓練又は応援活動等において受傷事故が発生した場合の災害補償に係る事務処理は、当該受傷者の所属する事業所で
行なうものとする。 
 

【連絡協議】 
 甲及び乙は、災害等発生時の応援対策等を検討するため、情報交換等の連絡協議を適宜行なうこととする。 

協定の例（主な規定の例） 
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調査結果のまとめと今後の課題について（２） 

 

 ⇒自衛消防組織間の相互連携について、具体的な事例におけるメリットや協定書のひな形等を参考として、全国的
に推進を図っていくための方策について検討。また、①空地等により隣接する建物間、②地下通路で接続する建物
間、③地下街を含む建物群それぞれについて、防火・防災管理の実効性を高めるための具体的な相互連携のあり
方（建物間の相互連携を前提とした場合の建物群全体での避難誘導等）や実践的な訓練方法等についても、更な
る調査検討を行う。 

○実態調査の結果、次の事項が分かった。 

①回答のあった２５６施設のうち、３３．６％にあたる８６施設においては、合同訓練の実施や、被災時の役割分担の
取り決めなどを行うことで、他建物の自衛消防組織との連携を行っており、そのうち３９．５％にあたる３４施設で
は、協定書・覚え書き等を交わしている事例があること。 

②一方、６４．５％にあたる１６５施設においては、他建物の自衛消防組織との連携を行っていないが、その理由の多
くは、連携方法やメリットが分からないとの回答であったこと。 

③連携について協定を交わしている事例では、協力できる範囲で相互に協力するというスタンスのもと、応援時の指
揮関係のほかに、応援先で負傷した場合の補償の問題や責任の所在、費用面での取決め等を事前に行っておくこ
とで、スムーズな連携が可能となるといったメリットが期待されていること。 

④消防本部において協定書のひな形を示し、連携を推進している地域もあり、その他の地域における事業所からは、
行政側から参考事例を示して欲しいといった意見もあったこと。 

今後の課題 

（２） 自衛消防組織間の相互連携関係 

調査結果のまとめ 
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